
１　はじめに

「地域」の最も本源的な規定は、個々の自然条件と密
接にかかわる「人間の生活の場」（岡田 2021、p.21）で
あり、そのため地域は自然・生態と文化に適合した固有
の発展を遂げてきたはずである。しかし、資本主義の浸
透と工業化・都市化が進む中で、都市圏域のみならず農
山漁村も人類史上かつてない速度での自然の変化が起き
ており、「地域性」の深刻な価値損失（自然破壊、耕作放
棄の増大、森林の荒廃、生物多様性や生態系サービスの
損失、経済衰退など）にもつながっている。

これらの深刻な自然資本の劣化は、自然資源の直接的
な利用、陸域や海域の利用変化、気候変動等の直接要因
によりもたらされたものであるが、それを引き起こして
いる経済、社会、政治、科学技術などの間接要因に着目し、
そのすべてを構造的に変革する必要性が、「IPBES生物多
様性と生態系サービスに関する地球規模評価報告書」

（IPBES、2019）や我が国の「生物多様性及び生態系サー

ビスの総合評価 2021（JBO3）」（環境省生物多様性及び生
態系サービスの総合評価に関する検討会、2021）で強調
されている。また、これまで政策上は別問題として対応
されてきた、生物多様性と気候変動対策との統合化に向
けた議論も進んでいる。2021年６月にはIPBESとIPCC
の合同ワークショップ報告書（IPBES & IPCC、2021）
が出され、そのなかでは、気候変動が生物多様性の主要
な損失要因であると同時に、気候変動緩和・適応のみに
焦点を絞った対策が自然や生物多様性に悪影響（トレー
ドオフ）を与える懸念が示され、生物多様性、気候と社
会の間の相互作用を明確に考慮した政策決定により、コ
ベネフィットを最大化する統合的ガバナンスの重要性が
示されている。

一方、我が国の地域の動きをみると、地球温暖化対策
を背景に「循環型社会形成」や「バイオマス利活用」な
ど地方創生の観点で地域の未利用資源の利活用が推進さ
れてきた。また、2050年までに温室効果ガスの排出を実
質ゼロの、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言し、各
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地で地方創生に資する地域脱炭素の実現も目指されてい
る。しかし、それら対策と地域の経済・社会面や自然の
保全・再生への効果を明確に示すエビデンスの収集はい
まだ不十分であると考えられ、具体的な地域の事例をも
とに、その評価研究を進めていく必要がある。

本研究では、2011年東日本大震災の前から自然を地域
づくりに生かそうとする独自の取組みを始め 震災後は
明確に「森 里 海 ひと いのちめぐるまち南三陸」を町
の将来像に掲げ、自然と共生するまちづくりを目指して
きた宮城県南三陸町でのこれまでの研究の動向を俯瞰的
な視点から分析し、地域の環境価値と社会経済の間のか
かわりについての研究知見の現状と今後の展望について
考察する。

２　�宮城県南三陸町の「共-進化型」環境共生のまち
づくり

宮城県南三陸町は、11,775人、4,459世帯（2024年1月
末時点）の小規模自治体で、仙台市の北東部、車で約２
時間の距離に位置する。親潮と黒潮が交わる豊かな漁場
と背後に広がる北上高地の自然の恵みを受け、森・里

（川）・海のつながりで地域文化が形成されてきた地であ
り、流域圏と行政区が一致する森里川海のモデルのよう
な地域である。地域の恵みを物語るエピソードとして、
伊達政宗が居城とした青葉城へとつながる橋には、この
地の木材が使われ、志津川湾で採れたウニは歴代の殿様
に献上されたという逸話が伝わる。

2000年前後には、レジデント型研究者が地域に入り、
志津川湾をフィールドとする生物・生態学の研究と教育
の取り組みが始まった。町立自然環境活用センター（以
下、地域での通称「ネイチャーセンター」とする）をハ
ブとして、多くの研究者が来訪し、地域の自然に対する
知見が積み上がっていった。その実績が東日本大震災後
のまちづくりにも少なからず影響を与え、特に「自然と
の共生」を掲げた町の計画へと反映されることとなった

（太齋、2020）。具体的には、バイオマス産業都市構想に
掲げた、森林のFSC認証、カキ養殖でのASC認証、生
ごみ分別によるメタン発酵・液肥循環の取り組み、ある
いはラムサール条約湿地への志津川湾の登録などである。

これらの計画は地域住民や事業者の参加・協力を得て
次々と実現し、イヌワシ生息環境再生プロジェクトや、
アマモ場再生あるいはカキ・ワカメ養殖によるブルー
カーボンクレジット認証など、ネイチャー・ポジティブ
な活動への新たな展開が生まれている。

南三陸町のまちづくりの特徴は、以下のように説明で
きる。まず、地域の研究知見の蓄積を地域づくりに活か
そうという意欲と取り組みがあり、それが外部研究者を
惹きつけ、その専門的知見が裏付けとなり、環境共生の

地域づくりをさらに後押しする。まさに、持続可能な社
会への移行に必要とされる、研究者を含む社会の多様な
主体が、共に仮説設定、解決策の実証、多様な分析等を
行い、進化していく「共-進化的な研究開発プロジェクト」

（重藤・堀尾、2015a; 2015b）を地域ぐるみで行ってきた
と言えるのではないか。

そこで地域のどのような活動にどのような専門的知見
が活かされてきたか、また今後さらにどのような専門的
知見が必要か、「森」「海」「里」のそれぞれ、および「森
里海連環」の観点から、文献調査と地元関係者ヒアリン
グにより明らかにする。

3　�南三陸町での自然共生のまちづくりに資する研究
知見の整理

3.1　森
南三陸町の森林は、国有林・公有林・私有林を合わせ

て12,654ヘクタールあり、このうち人工林の樹種は杉中
心である。南三陸の杉の特徴として、山が岩盤質で栄養
が少ない分、あまり太らず高く伸び、ゆっくり成長する
ために目が詰まり強度も高くなることが挙げられてい
る。また、薄いピンク色の美しい赤身も特徴で、2011年
の東日本大震災前に、このような色味と強度を兼ね備え
た「南三陸杉」をブランド化していくべく、南三陸町の
山主有志からなる林業研究グループ「南三陸町山の会」
が強度検査を行い、全ての試験体が国土交通省の定める
基準を上回る強度であることが確認されている（全国林
業改良普及協会、2011）。このような『南三陸杉』のブ
ランド化に向けた活動が評価され、2011年には全国林業
経営者コンクールで優勝し農林水産大臣賞も受賞してい
る。その後、小沼（2020）・小沼ほか（2020）は、全国
の天然スギ20集団151個体を比較対象として、１）宮城
県林業技術総合センターの宮城県産スギ精英樹（最も生
育が優れた選抜木）クローン36個体と、２）宮城県南三
陸町の古い植栽社寺林や造林地 7 集団 51 個体をそれぞ
れ、次世代シーケンサーを用いたゲノム縮約解析である
MIG-seq法を用いて集団遺伝学的に解析している。その
結果、精英樹の中に太平洋側と日本海側系統が混在して
いる可能性が示唆され、南三陸の集団は既知の太平洋側
系統に位置付けられるものの、他の太平洋側天然林とは
区別できる独自の地域在来系統である可能性も示され
た。南三陸杉の、生育環境がもたらす良材の産地という
価値に加え、地域在来系統という新たなブランド価値向
上にもつながりうる研究結果である。

環境面では、南三陸町内の一部の人工林が、持続可能
な森林管理の第三者認証機関である森林管理協議会

（FSC）の認証を受けている。世界の認証林を対象に、
動物相、植物相、生態系の各項目について評価した研究
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（Girolami and Arts、2018）があるが、南三陸町のFSC
認証林でも同様の評価が求められる。

植物相については、南三陸町のFSC認証林などの管理
の良いスギ林と、放置林などの管理の悪いスギ林を比較
した研究があり、前者では後者に比べて出現植物の種数
と希少種数が多いことが報告されている（中静、2019）。
またFSC認証林のモニタリングサイトにおいて希少種、
山菜、薬用植物の出現の多さを確認した研究がある（小
川ほか、2023）。さらに、FSC認証林の河川水質への影
響について、アンモニウム態窒素濃度に影響がありそう
だとの調査結果もある（小林ほか、2018）。

動物相については、絶滅危惧種となっているイヌワシ
生息環境再生に向けた科学的な検討も進んでいる。南三
陸町ではかつて、稜線部に牛馬飼料等用の採草地が広が
り、燃料採取用の雑木林や桑畑などもあった。こうした
山間部にはかつてイヌワシが棲んでいたが今では見られ
なくなっている。その最大の原因として、採草地や雑木
林などの利用が途絶えて森林化が進み、人工林において
も管理放棄が広がって樹冠がうっ閉し、イヌワシが狩場
を失ったことが指摘されている（由井、2007）。南三陸
町では、南三陸地域イヌワシ生息環境再生プロジェクト
協議会（2023）のように、イヌワシとともに人が持続可
能な形で利用する中で維持されてきた景観や生物多様性
を取り戻す取り組みが、地域内外の連携で進められてい
る。科学的裏付けとしては、北上高地におけるイヌワシ
の繁殖成功率に幼齢人工林面積と広葉樹老齢林面積が大
きく寄与しており、従ってこうした林分を確保するよう
な森林管理によってイヌワシの生息地再生に貢献できる
ことを示した研究（由井ほか、2004）や、イヌワシの個

体群維持に必要な繁殖成功率と、その繁殖成功率の維持
に必要な森林管理・施業の方法と目標面積を示した、東
北地域環境計画研究会（2023）の研究成果がある。ただし、
FSC認証林の拡大、またイヌワシの生息地再生に資する
森林施業の拡大ポテンシャル（森林所有者・管理者の意
向と能力等）については、それを土地の管理・利用の地
域ガバナンス（意思決定）に活かすためのメカニズムが、
裏付けとなるデータ（生物多様性と生態系サービスへの
寄与）や中長期的な事業採算性と共に検討されることが
必須であり、林業自体、長期的な採算性の見通しが立た
ない中で、事業採算性にどう結び付けられるのかは特に
大きな課題である。

その他、新たな森林の価値創出については、南三陸町
内の全てのスギ林が適切に管理・間伐され、このうち不
良質材をバイオマス利用した場合、南三陸町の熱源（全
世帯の暖房・冷房・給湯）需要を全て賄え、炭素吸収ク
レジットを創出できる、との検討結果がある（赤池ほか、
2018）。また、自然関連財務情報開示タスクフォース

（TNFD）開示提言等により、企業に対して事業の自然
への依存と影響、および関連するリスクと機会に関する
情報開示を求める動きが進んでおり、木材を使用する企
業が林業者にこうした情報を求めるようになる可能性が
ある中で、FSC認証によってTNFD開示要求にこたえる
情報を取得、提供できることが、WWFジャパンの南三
陸のFSC認証林でのパイロットプロジェクトで示されて
いる（相馬ほか、2023）。

これら、南三陸町のこれまでの環境共生取組みと、森
林価値創出につなげようとする専門的知見と今後さらに
必要な知見を表１のように整理した。
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表１　新たな森林価値創出につながる主な取組みと専門的知見の整理
主な取組み 明らかになっている知見 さらに必要な知見（地元の課題）

・「南三陸杉」ブランド化
・FSC認証取得
・�南三陸地域イヌワシ生息環
境再生プロジェクト

・�企業の TNFD 開示要求への
対応

・�「南三陸杉」ブランド化に資する科学的根拠：強度の実証と成長調査（樹幹解析）、
高齢林マップの作成など山の価値の見える化（全国林業改良普及協会、2011）
や遺伝子解析が示す地域在来系統の可能性（小沼、2020; 小沼ほか、2020）
・�FSC認証（手入れの良い人工林）の効果：手入れの悪い人工林よりも植物種数、
希少種数が多い可能性（中静、2019）；FSC認証林モニタリングサイトにおけ
る絶滅危惧植物・食べられる植物・薬になる植物の分布（小川ほか、2023）；河
川水質（アンモニウム態窒素濃度）への影響の可能性（小林ほか、2018）
・�FSC認証林における森林管理によって、TNFDが求める情報開示に必要な情報
が提供できる（相馬ほか、2023）
・�エネルギー自給の可能性：南三陸町内の全てのスギ林が適切に管理・間伐され、
不良質材をバイオマス発電に使用した場合、南三陸町の熱源（全世帯の暖房・冷
房・給湯）需要を全て賄え、炭素吸収クレジットを創出できる（赤池ほか、2018）
・�イヌワシの北上高地における繁殖成功率に幼齢人工林面積と広葉樹老齢林面積が
大きく寄与、従ってこうした林分が拡大する森林管理によって、イヌワシの生息
地再生に貢献できる（由井ほか、2004）
・�イヌワシの個体群維持に必要な繁殖成功率と、その繁殖成功率の維持に必要な森
林管理・施業の方法と目標面積（東北地域環境計画研究会、2023）

・林業の長期的な採算性
・�FSC 認証林及びイヌワシの
生息地再生に資する森林施
業の拡大ポテンシャル（森
林所有者・管理者の意向と
能力等）

・�FSC 認証林やイヌワシ生息
地再生に向けた森林管理によ
る生物多様性と生態系サービ
スへの寄与（植生調査、環
境DNA解析、山菜、土壌保
全、水源涵養等）

・�上記のようなデータを森林
や土地の管理・利用に関す
る地域ガバナンス（意思決
定）に活かすために必要な
メカニズムや事業採算性

注）�下線は「環境共生の取り組み」に対応する主なキーワード . 「さらに必要な知見」は、地元林業者・南三陸地域イヌワシ生息環境再生プロジェクト関係者へのヒアリン
グに基づく .
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センターは２階建ての建物の屋上まで水に浸かり、それ
らの標本の全てを失った。震災後、有志によって瓦礫の
中から標本の回収作業が行われたが、海藻・海草の標本
は全て流失し、回収されたのはわずかに動物標本56体で
あった（阿部・太齋、2017）。ただし、2011年5月から数ヶ
月の間に、大学や企業の研究チームによる海底の状況調
査が行われ、「ネイチャーセンターが窓口として機能し
た」（川瀬、2011）とあることから、震災直後もこのよ
うな地域の研究ハブとしての機能が貴重であったことが
うかがえる。また、失われた標本の再収集については、
それまで築いてきた地域外とのネットワークが大きく貢
献した。特に、NPO法人大阪自然史センターを中心に組
織された「南三陸勝手に生物調査隊」がおよそ700点を
集め（西澤ほか、2016）、2013年に設置された「ネイチャー
センター準備室」でも流出した標本の再収集作業を進め、
2016年3月までの間に総点数はほぼ震災前の水準まで復
旧した（阿部・太齋、2017）。このようなネイチャーセ
ンターをハブとした長年の調査・研究の蓄積は、志津川
湾のラムサール条約湿地登録（2018年10月）に大きな
後押しとなった。

ラムサール条約では「自然環境の保全」「賢い利用（ワ
イズユース）」「交流・学習」が掲げられている。南三陸
町では南三陸町震災復興計画で「自然と共生するまちづ
くり」が示されており、2016年に制定された南三陸町第
2次総合戦略では、まちの将来像を「森里海ひと いのち
めぐるまち 南三陸」とより具体的に定めた。この将来
像を目指す南三陸町にとって、志津川湾は「いのちめぐ
るまち」の象徴であり、大切な自然資本である、という
前提のもと、その恵みを将来にわたって受け続けられる
よう、2022年3月にはその保全と活用についての指針と
なる「志津川湾保全・活用計画」が定められた（南三陸町、
2022）。また、概要版として「志津川湾保全・活用計画」
で目指す未来の志津川湾イメージ（図１ 上）と、なに
もせずなり行きにまかせた未来図（図１ 下）も作成され、

3.2　海
次に、南三陸町の新たな海洋価値創出につながる主な

取組みと研究知見の整理を行った（表２）。
南三陸町では、東日本第震災以前から、地域の豊かな

自然から得られる恵みを研究知見として蓄積し地域づく
りに生かすための、独自の取組みを進めていた。その拠
点となるネイチャーセンターは、南三陸・志津川湾を
フィールドとした基礎科学研究と教育活動を展開する町
立の施設である。本施設の画期的な点は、南三陸町の予
算で任期付研究員（ポスドク）を採用して研究活動も展
開していることである。研究員が専門分野に関する地域
の自然を深く掘り下げた研究を行うことで、これまで人
の目に止まることのなかった地域の資源が次々と発掘さ
れた（阿部・太齋、2017）。さらに志津川湾は寒流と暖流
両方の影響を受けることで多様な生物が見られ、なおか
つ地域密着の研究活動を行う施設が存在していることが
地域内外の研究者を惹きつける。このように恵まれた自
然環境と地域独自の研究体制を持つことで、ネイチャー
センターは南三陸町の自然を対象とした研究を行う外部
研究者の受け入れとその調査・研究活動の調整等の役割
も担っていくこととなった。また震災が起きた2011年ま
で展開されていた「エコカレッジ事業」は、町内外の利
用者に質の高い環境教育プログラムを提供し、人材育成
を図りながら、交流人口を増加させ、地域の活動につな
げていく、という地方創生のモデル的な取り組みである。
その結果センターは、震災前には毎年2千数百人が利用
する研究・教育拠点となっていた（太齋、2020）。

その特記すべき成果は、志津川湾に生息する動植物に
ついての独自の生物相調査と、センター研究員や職員お
よびサンプリングに訪れた外部研究者の研究対象の分類
群を中心に、膨大な標本が記録・保存されたことである。
震災直前までに収集した動物標本は総数791体、海藻・
海草は総数175体に上っていた（川瀬、2011）。しかし、
2011年3月11日の震災で津波の影響を受け、ネイチャー
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表２　新たな海洋価値創出につながる主な取組みと専門的知見の整理
主な取組み 明らかになっている知見 さらに必要な知見（地元の課題）

・�町立自然環境活用センター
（ネイチャーセンター）と�
環境教育

・ラムサール条約湿地登録
・�持続可能なカキ養殖への転換
（ASC認証取得）
・アマモ場造成活動

・�海洋研究・教育の拠点と蓄積：ネイチャーセンター（太齋 ,2020）；ラムサール
条約湿地登録（川瀬、2011; 阿部・太齋、2017; 西澤ほか、2016; 南三陸町、
2020・2022）; 志津川湾環境調査（一般社団法人サスティナビリティセンター、
2023）
・�森川海のつながりと養殖の関係（山本ほか、2017; 山本ほか、2018；小松ほか、
2018）※「森は海の恋人」→「森は海の友達」　
・養殖の生物多様性への影響（Suzuki et al., 2024）
・�カキ低密度養殖による生産性向上（一般社団法人サスティナビリティセンター、
2021; WWFジャパン、2021; 太齋ほか、2023）、環境影響予測モデルの適用（柳、 
2019）と底質環境改善の実証（坂巻、2022; Sakamaki et al., 2022）
・地球温暖化がカキ養殖へ及ぼす評価と予測（藤井ほか、2024）

・�気候変動による志津川湾の
海洋環境変化（海水温上昇・
海洋酸性化・貧酸素化）の
養殖への影響と適応策

・�持続可能な養殖業による生
物多様性・生態系サービス
への影響評価・予測（環境
DNA解析等）

・�アマモ場再生等による、脱
炭素や生物多様性及び地域
活性化（人材育成・関係人口）
への寄与 

注）下線は「環境共生の取り組み」に対応する主なキーワード . 「さらに必要な知見」は地元漁業関係者・研究者へのヒアリングに基づく . 
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このような持続可能な養殖と海洋環境管理効果を裏付
ける研究の１つに、2014～2018年度、環境省の環境研究
総合推進費による環境省戦略研究S13で行われた「持続
可能な沿岸海域実現を目指した沿岸海域管理手法の開
発」がある。本研究では、志津川湾を開放性内湾の持続
可能な利用と海洋環境の実現検討のモデル海域として、
湾内の栄養塩の収支モデルの検討による森里海のつなが
りの解明や、持続可能な湾内の養殖利用についてのシナ
リオづくりとシミュレーション研究が行われた （柳、
2019）。特筆すべき成果としては、志津川湾のような半
開放性湾の場合「森は海の恋人」と言われるほどには森
林由来の栄養塩の量は湾内の一次生産に影響を及ぼして
いないこと、また震災後の特に戸倉地区でのカキ養殖筏
削減（里海活動）によりカキの成長も環境も震災前の過
密養殖に比較し良好になったことが確認できたことであ
る（山本ほか、2017; 山本ほか、2018; 小松ほか、2018）。
また、坂巻（2022）とSakamaki et al.（2022）は、低密度
養殖の底質モニタリングを行い、ASC認証による生産性
向上と底質環境の改善を実証している。また養殖の生物
多様性への影響についても環境DNAによる分析が進ん
でいる（Suzuki et al., 2024）。

志津川湾の環境調査については、かつてネイチャーセ
ンターの研究員としてセンターを教育研究拠点として育
て上げた太齋彰浩氏が2018年に立ち上げた一般社団法人
サスティナビリティセンターが、地域内外の研究調査機
関とも連携して、海洋酸性化観測や生物相調査、環境
DNA調査を継続して行っており、地球温暖化による急
激な海洋環境変化が観測されている（一般社団法人サス
ティナビリティセンター、2023）。

以上のように、南三陸町では、震災以前から、地域の
豊かな自然から得られる恵みを研究知見として蓄積し地
域づくりに生かす取り組みを進め、震災復興では、震災
前に築いた学術ネットワークや最先端の研究プロジェク
ト、地域内外の事業者とも連携しながら環境共生のまち
づくりで実績を重ねてきた。ただし、森・里・海の連環
メカニズムについては未解明なことが多い。特に、今後
起こりうる土地利用や気候変動による志津川湾の急激な
環境変化と生物多様性・生態系サービスへの影響評価・
予測（藤井、2024; Suzuki et al. 2024）をさらに進めると
同時に、それらを社会経済面での持続可能性戦略（特に

人口と循環経済対策）に結び付けるための
統合的循環システムの検討が急務である。
現在進められているアマモ場再生による脱
炭素、生物多様性保全及び地域活性化（人
材育成・関係人口）への寄与の裏付けも必
要である。

目指すべき未来の志津川湾の姿が地域でも広く共有され
ることとなった。

ラムサール条約で掲げられた「賢い利用（ワイズユー
ス）」については、東日本大震災で壊滅的な被害を受け
た南三陸町戸倉地区でのカキ養殖の「1/3革命」（一般社
団法人サスティナビリティセンター、2021; WWFジャ
パン、2021）が象徴的である。津波で必要な設備が全て
津波で流され、養殖の再開すら危ぶまれる中、宮城県漁
業協同組合志津川支所戸倉出張所のカキ生産部会は復興
に向けて動き始めるなかで、これまでの過密養殖による
カキの成長不良や品質の低下を改善するために「養殖施
設を震災前の3分の1にまで削減する」という大胆な決断
を行った。このような養殖密度の大幅な低下で海の環境
が改善され、栄養がカキの一つひとつに行き渡るように
なったことで、震災前、収穫に3年かかっていた育成期
間が、1年に短縮された。また、震災前には半分くらい
品質が悪く出荷できずに捨てていたものが、すべて出荷
できるようになったこともあり、生産量は２倍、収入も
1.5倍になっている一方で、経費は４割減している（表３）。

2025 年 3月 地域における森里海連環の統合的評価の必要性と課題

出所：太齋ほか （2023）

表３　戸倉地区低密度（1/3）養殖への転換効果

図１�「志津川湾保全・活用計画」で目指す未来の志津川湾イメージ
（上）と、なにもせずなり行きにまかせた未来図（下）

出所：南三陸町（2022）
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始している。
本事業は、まちの複数課題、すなわち①ゴミ焼却場や

最終処分場を持たない町がいかにゴミの処理量を減らす
かという課題、②老朽化したし尿処理施設の代替として
汚泥処理を行うという課題、③農業肥料を地域内で生産
し、安く供給することで地域農業を支えるという課題、
を同時解決する意図で計画されたものである（太齋、
2020）。その実践には、震災復興での新たな施設整備コ
ストをどうするか、またメタン発酵施設で発生する液肥
をすべて農地に還元する仕組みをどう整備するか、と
いった超えるべきハードルがあったが、前者は計画づく
りからかかわったアミタ株式会社が民間事業者として施
設整備・運営を担い、まちが長期契約で処理委託をする
こと、また後者は地元運送会社が液肥散布車を自社で購
入し散布事業に乗り出したことで解決した。現状液肥は
全量南三陸町の農地に撒けており、近年は肥料価格の高
騰もあり依頼が増え、散布依頼があっても液肥が足らず
断ることもあるほどである1）。

このような南三陸BIOを核とした循環型地域づくりの
取組みの地域経済への効果については、大熊ほか（2019）
が地域産業連関分析を行い、域内生産を増加させ、地域
経済の活性化に資する効果を確認している。とはいえ廃
棄物処理の域外依存の低下と循環利用による移輸入資源

3.3　里
次に、南三陸の「里」に注目し、資源循環による価値

創出に向けた主な取組みと研究知見の整理を行った（表
４）。

南三陸町は東日本大震災後に特に生ごみの資源化に取
組むこととなった。南三陸町では震災で下水インフラも
壊滅的な被害にあったが、被災者の高台分散移転が決
まったことから、排水処理は下水処理場ではなく合併浄
化槽の設置で対応する方針となった。その際に浄化槽か
ら抜き取った汚泥の処理が課題となったが、生ゴミと一
緒に処理する仕組みを入れることで解決を図ることと
なった。その経緯は以下のとおりである。

南三陸町は、震災復興に「自然と共生するまちづくり
（エコタウン）」を掲げており、生ごみのメタン発酵事業
の実績のあったアミタ株式会社の社員が南三陸町の復興
ボランティアへ入ったこともきっかけに、2012年に環境
省「特定被災地方公共団体に特化した沿岸地域復興資源
循環プラン策定・実証業務」を受託し、家庭や事業所か
ら出る一般廃棄物等を資源として循環させる、実証実験・
プラン策定業務を開始していた。

さらに南三陸町では、2013年3月に内閣府、総務省、
文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省の7府省
によって示された「バイオマス産業都市」のコンセプト

（地域のバイオマスを活用した産業創出と地域循環型の
資源とエネルギーの創出により、地域の特色を生かした
バイオマス産業を軸とした環境にやさしく災害に強いま
ちづくり）は、南三陸町の復興計画の理念・目標とまさ
に一致するものである、とのことから「バイオマス産業
都市構想」（南三陸町、2013）の策定を行った。そこで
は図２のように、地域に存在するバイオマス資源を有効
に活用するイメージが描かれ、生ごみ・し尿によるバイ
オガス事業の実現に向けて、バイオガスプラントの事業
主体を公募することとなった。その後下水浄化センター
の既存タンクを液肥タンクに再利用する計画提案したア
ミタ株式会社が事業受託することが決まり、PPPモデル
で、2015年10月から「南三陸BIO」として事業運営を開
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表４　資源循環による里の新たな価値創出への主な取組みと研究知見の整理
主な取組み 明らかになっている知見 さらに必要な知見（地元の課題）

・�生ごみ分別回収と浄化槽汚泥
の、南三陸BIOでのメタン発
酵と液肥の農地利用

・�水田の「自然共生サイト」登
録準備

・�南三陸 BIO 導入の効果：①ごみの焼却処理量削減、②老朽化したし尿汚
泥処理施設の補完、③安価で循環型の農業肥料の提供（アミタホールディ
ングス株式会社、2017; 太齋、2020）、LCA評価（Liu et al., 2024）
・�南三陸BIOを核とした循環型地域づくりの取組みが、域内生産を増加させ、
地域経済の活性化に資する効果（大熊ほか、2019）
・�田んぼの生きもの調査実施中（自然共生サイト登録に向けて）（現地ヒア
リングより）

・�南三陸BIOの環境・経済効果や今後
の展望の整理

・�人口減少を念頭においた地域創生の
ための資源循環・脱炭素・ネイチャー
ポジティブシナリオ

・�農地保全のための地域農業経営計画
・�循環・環境負荷低減による農地の生
物多様性や経営面への影響評価

注）下線は「環境共生の取り組み」に対応する主なキーワード . 「さらに必要な知見」は南三陸BIO 関係者、地元農業者へのヒアリングに基づく . 

図２　南三陸町バイオマスタウン構想
出所：南三陸町（2013）
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てきた南三陸町であるが、地域の新たな課題に対応する
ためには、森里海の「連環」をより強く意識した価値創
出が必要との課題認識から、その体制づくりや研究プロ
ジェクトの連携が進められている（表５）。

南三陸町震災復興計画で示された「自然と共生するま
ちづくり」を実現すべく、共進化的アプローチで先進的
な取組みを進めてきた南三陸町であるが、震災から10年
以上経過し、震災復興を経ても変わらない、あるいは一
層深刻化している課題や、気候変動が町の重要な産業に
与える影響など、新たな課題への対応が求められる
フェーズに入った。また、各地で災害が続く中、震災復
興の試行錯誤で生まれたさまざまな「経験知・形式知」
を共有する場をつくることにも社会的な意味があるので
はないか。これらのことを踏まえ、地域内外を問わず、
多様なステークホルダーが参加し、情報交換や議論に加
わり、新しい価値創造・共創のエコシステムを創造する

「プラットフォーム」の必要性が地域内で議論され、
2018年には「いのちめぐるまち推進協議会」が発足した。
そして2022年には「南三陸いのちめぐるまち学会」の開
催に至っている（いのちめぐる町推進協議会は本学会に
吸収される形で発展的に解消）。2022年10月に開催され
た「第1回いのちめぐるまち学会大会」では86名の参加
者が地域内外から集い、地域プレイヤーの対談による南
三陸の現在地の確認、カーボンニュートラル、ネイチャー
ポジティブ、そして地域の歴史・文化の講話など幅広い
話題提供で情報交換を行った。2023年11月「第２回学
会大会」は135名、2024年11月の「第３回学会大会」で
は201名が参加と年々拡大し、対談や地元事業者も参加
するポスターセッションを通じ、地域の知見の共有や
様々な交流につながっている。

地域研究としては、そのハブとしてのネイチャーセン
ターの活動はもちろんのこと、環境研究総合推進費（S-
21）「生物多様性と社会経済的要因の統合評価モデルの
構築と社会適用に関する研究」や東北大学のJST COI-
NEXT「ネイチャーポジティブ発展社会実現拠点」など
の研究フィールドとなっている。また、研究成果の集約・

の代替とを通じた効果は限定的であることから、資源循
環事業の実施にとどまらず、地域の自然資源や物質循環
に関わる幅広い取組みを、地域の基盤産業と連動させて
一体的に進め、地域の魅力として確立し発信する、循環
型地域としてのブランディングの重要性も指摘している。

南三陸町と同様に、下水処理場の整備ではなく、生ご
みを分別回収し合併浄化槽汚泥と共にメタン発酵施設で
処理をしている、循環型地域づくりの先進地である福岡
県大木町では、2010年にメタン発酵施設と隣接する場所
に『道の駅おおき』を開設し、液肥で栽培した地元産の
野菜の直売所や、地産地消の健康地域応援レストラン（デ
リ＆ビュッフェくるるん）をオープンして、町内外の来
訪者でにぎわうスポットになっている。レストランは年
間7万人以上の来訪者で1億円を売り上げ、直売所も1.2
億円を売り上げ（畑中ほか、2014）、雇用創出面でも、
メタン発酵施設と『みちの駅おおき』の二つの施設で66
名雇用と、成果を上げている（重藤、2023）。南三陸町
でもこのように、廃棄物処理と農業分野の連携のみなら
ず、地域の食品全般について、地域内生産・購入率を確
実に高め、雇用や移住者・交流人口の創出などの地方創
生シナリオや具体の事業検討など、今後の政策転換に活
かせる情報としての整理が必要である。Liu, et al. （2024）
はそのような研究の一つであり、南三陸BIOの経済・環
境影響評価をLCA分析を用いて行っている。

南三陸BIOと液肥散布の持続可能性は、地域農業の持
続可能性と共に検討されるべきである。しかし、農業現
場では、深刻な担い手不足から農業の持続可能性への危
機感が非常に高い 2）。特に地域の農業については、2024
～2026年度の試行実施を経て、全ての補助事業等に対し
て、最低限行うべき環境負荷低減の取組みの実践を義務
化する「クロスコンプライアンス」が導入されることも
踏まえた、持続可能な営農計画や担い手づくりが必要で
ある。

3.４　森里海連環
森・海・里それぞれにおいて環境共生の取組みを進め

2025 年 3月 地域における森里海連環の統合的評価の必要性と課題

表５　森里海連環の価値創出つながる主な取組みと研究知見の整理
主な取組み 明らかになっている知見 さらに必要な知見（地元の課題）

・�南三陸町バイオマス産業都市
構想
・�いのちめぐるまち学会（サス
ティナビリティセンター）
・�環境研究総合推進費（S21）
・�JST COI-NEXT「ネイチャー
ポジティブ発展社会実現拠
点」（東北大学）

・�いのちめぐるまちデータベース（一般社団法人サステ
ナビリティセンター、2024）

・�南三陸町の研究・専門的知見を地域づくりに活かすた
めのプラットフォームの構築・発展

・�森や里の土地利用・管理の変化による海洋環境や水産
養殖等への影響評価

・�南三陸町の森・里・海をつなぐ資源循環・地域経済循
環システム評価・事業検討

・�地域資源を活かしたネイチャーポジティブな事業家・
起業家の育成

注）�下線は「環境共生の取り組み」に対応する主なキーワード . 「さらに必要な知見」は主にこれまで 3回にわたり開催されてきた「南三陸いのちめぐるまち学会」での議
論に基づく . 
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注

1）2024年6月28日に南三陸BIOで行ったヒアリング調査に基づ
く. なお施設稼働率には十分余裕があり, 理論上, 生ごみ処理
量が増やせば液肥生産量もニーズに合わせて増やすことがで
きるが（Liu et.al. 2024）, 計画当初受け入れ予定であった, 地
域最大の宿泊施設の生ごみは分別の手間などから, 今も生ご
みを他の可燃ごみと一緒に焼却処分しており, その生ごみ受
け入れの可能性がある限り, 産廃など地域外からの生ごみの
追加受け入れには慎重にならざるを得ない状況である. 

2）2024 年 7 月 3 日の南三陸町入谷地区農業者へのヒアリング , 
2024 年 11 月 8 日に南三陸町に地元農業者も参加して行った

「ネイチャーポジティブな地域のシナリオづくりWS」に基づ
く. 
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The Need of and Challenges in an Integrated Assessment of an interlinked Forest, 
Agricultural and Coastal landscape:  

A Case Study of Minami-Sanriku Town, Miyagi Prefecture

Sawako Shigeto, Yasuo Takahashi, Soranosuke Hoshi, Akihiro Dazai

Abstract

While global efforts to reconnect nature conservation and restoration with economic activities 
are accelerating, evidence demonstrating the linkage between these efforts and regional economic 
development, as well as the conservation and restoration of nature, remains insufficient. This study 
focuses on Minami-Sanriku Town in Miyagi Prefecture, where various initiatives and research have 
been conducted by numerous stakeholders, including researchers, aiming for nature-based 
sustainable development. Through literature reviews and interviews, we organized the relationship 
between past nature-based intintives and research findings. Even in Minami-Sanriku Town, 
research on the integrated assessment of an interlinked forest, agricultural and coastal landscape is 
insufficient, highlighting the need for more comprehensive evaluation research in the future.

Keywords: �nature-based sustainabie development, interlinked forest, agricultural and coastal landscape, 
research findings socio-economic value
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